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課税所得の侵食化現象に対する税務会計学的視点
菅 原 計
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おわりに
はじめに
税務会計学研究の目的は，真実公正な課税所得概念を解明し， もうて公正
な課税制度を実現することにある。真実公正な課税所得概念 とは，あるべき
当為的所得概念であり， その当為的所得概念を明らかにするためには，先ず
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実定租税法の基に実践されている実在的税務会計における課税所得計算の問
題点を明らかにしなければならない。
法人課税所得を計算するためには，税務上いくつかの前提がある。第一に，
会計制度に依存しなければならないこと，第二に複雑な計算はで きるだけ避
け，単純でなければならないこと，第三に商法との法的整合性をで きるだけ
保持する必要があること，第四に公共性の配慮が必要であることなどをあげ
るこ とができる。これら，会計制度依存性，単綺陛，法的整合性，公共性な
どの諸前提は，税制上いづれも重要なものであるが，真実公正な課税所得概
念からみれば，これらの前提に名を借りて本来あるべき課税所得が侵食され
ている事実も存在する。
課税所得変貌論研究は，課税所得の拡大現象と侵食化現象をその発生形態
や発生要因について分析し， その原因を明らかにするものであるが，この変
貌論研究を通してあるべき課税所得概念を解明することにその意義がある。
ここでは，近年ますます変貌著しい課税所得の侵食化現象をとりあげ，かか
る侵食化要因の分析を通して本来あるべき課税所得とは何かを明らかにし，
もって理念的税務会計における税務会計認識及び測定を通して，あるべき真
実公正な課税所得計算が実在的税務会計においてどのように形成されるべき
かを理論的に検討するレ
1 。税務会計学における課税所得概念
（1） 課税所得の真実公正性
税務会計学の目的はレ 公正課税を実現することである。一般に，公正課税
における公正性とは次のように考えられている。「最良の所得課税システムの
重要な目標は，公正性（fairness）でなければならない。この公正性は，一般
に水平的公平（horizontalequity ）と垂直的公平（verticalequity ）という
二つの下位区分に分けられる。」（1)すなわち，所得課税における公正性 とは，水
平的公平と垂直的公平を共に満たす時に成立する目標概念である。水平的公
平とは，租税がすべての納税者に公平に配分されることを意味し，垂直的公
平とは，所得に応じて負担力が異なることを意味する。これらの要素を満た
した公正な課税所得（fairtaxableincome ）とは，個々の負担能力に応じた
所得でなければならないが，さらに他の納税者間との公平性が付加された真
実な課税所得でなければならないことを意味する。
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一般 に，最良 の租税 とは,（1)公平 （equitable ）又 は公正 （fair）で あ るこ
と,（2）経済的 に効果 的（economicallyefficient ）であ るこ と,（3）確実で恣 意
性（certainandnotarbitrary ）の ない こ と,（4）徴税費 が低 コ スト(lowcost ）
であ るこ と,m 税務行政 と納税 者 の承 諾（compliance) の基 にで き るだ け単
純であ るとい う簡便性 （convenient ）が要 求 さ れるとい う（2）。
税務会 計学 にお いては， 公平性 及 び税務 運営 配慮は税務会計 公準 とし て，
経済的効果性，恣 意性排除， 簡便性 は， それぞ れ税務 会計原則で あ る公共政
策配慮の原則，計 算恣 意排除 の原則， 計 算簡便性 の原則 として捉 えられて い
る。 もっ とも， 課税所 得は， その他 に実質 課税主義 の原則， 損金 控除規制 の
原則， 負担能力主義 の原則， 資本剰 余 除外 の原則，計 算基 準明確性 の原則，
企業 自主計算 の原則等 が総合 的 に適 用 さ れるこ とによ り認識測定 さ れる。
しかしなが ら，一般 に最 良 の租 税 とさ れる要素 の中 に含 まれる経済 的効果
性，徴税費の低 コ ストのた めの租 税運営 の簡素化，タ ック ス・コンプ ラ イ ア
ン スに基づ く租税計 算の簡便性 は，確 か に重要 な要素で はあ るが，真 実公正
な課税所 得概念 か ら検 討 してみ る と， 必 ずし もプ ラ ス面 ばか りで な く， むし
ろ課税所 得が これらの理由 に名 を借 りて侵 食化 さ れてい る という事 実 も見逃
すことがで きない。
「真実公正 な課税所得」◇（trueandfairtaxableincome) とい う場合 の「真
実」 とい う意味 は，納 税主 体 た る企業 実体 に帰属 する正 しい所得 を意味 に
それは資 本取引 を除 く経済 力 の実現純 増加 額のすべ てを源 泉 とす る課税 適状
にあ る正 しい所得 を意味 す る。 しか し， 課 税所 得の真 実性 は， さらに公正 性
が付与 さ れた もので なけ れば な らない。「公正」とは，個別 の企業 実体 にお け
る特殊性 を超 えて， 他 の企業 との租税 負担 の公平 及び企業相互 間の租税 配分
が公平 に正 し く行 われ るこ とを意味 す るレ
しかしなが ら，「課税所得 概念 」自体, 極 めて複雑 な要素が絡 み合う てお り，
何 が「真 実公正 な課税所得」 を構 成 す るか は， その依 って立つ 立場，理論，
分析視点等 に よっ て異 なる場 合 が多 い。 ここで は， 税務会計学 の原理論 とし
て形成さ れた「真実公正 な課 税所 得」概 念 を基礎 とし て，現 実の課税所得 が
いかに侵食化 さ れてい るかを明 らか にす る。
（2） 「公正処理基準」における公正性の意味
法人税法第22条第4 項の「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」
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によるという規定は，公正妥当な会計に準拠することを確認した規定である
が，この「公正処理基準」 とは，「企業会計原則」そのものではなく，「客観
的な規範性をもつ公正妥当と認められる会計処理の基準 という意味であり，
文章化された基準があることを予定しているわけではない」（3)とされるが, 具
体的に客観的な規範性ある「公正妥当な会計処理基準」 とは何かが明らかに
されなければならない。
税法上の「公正処理基準」とは，課税所得算定の前提 となる会計制度依存
性に基因したものであり，課税所得の算定基礎となる収益及び費用の認識処
理基準が「公正処理基準」によることを確認したものである。しかし，真実
公正な課税所得を認識測定すべしとする税務会計学からみれば，これは単な
る収益及び費用の会計処理上の問題だけでなく，益金及び損金認識の問題と
して捉えなければならない。課税所得の認識は，税務会計認識 として展開さ
れ，税務会計認識の認識対象は個別企業に生起する取引事象である。税務会
計認識は,犬この個別取引事象を益金及び損金に分解し，認識し，統合するこ
とにより，課税可能な所得を認識しようとする。 ニ
税務会計におけるかかる課税所得の認識プロセスにおいて，会計及び商法
が深く関係することから，税務会計認識は，財務会計認識 と商法会計認識を
前提としながら独自に展開される重層構造として捉えることがで きる。真実
公正な課税所得ぱ，税務会計公準及び税務会計原則によって形成されるもの
であるが，個別取引の具体的認識にあたっては，主体的認識要件たる不偏的
中立性，客体的認識要件たる経済的実質性及び担税能力性を適用することに
より判断することになる
○
法人税法上の「公正処理基準」 とぱ，直接的に「企業会計原則」を意味す
るものでなく，社会的一般通念に従って公正妥当性があ ると判断された広い
意味の会計処理の基準を意味するものであり，「その中心をなすのは，企業会
計原則や商法および証券取引法の計算規定であるが，それに止まらず，確立
した会計慣行を広く含むと解すべきであろう」（4)としながら，この公正処理基
準という用語の意義については次の三つの点に注意する必要があるという見
解がある。
第一は，「企業会計原則」の内容や確立した会計噴行が必ずしも公正妥当と
は限らないこと，第二は，「企業会計原則」や確立した会計噴行が決して網羅
的であるとぱいえないこと，第三に，公正妥当な会計処理の基準は，法的救
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済 を排除 す る もので あってはな らないこ との三点で あ る(5)。
第一の点 は，「企業 会計原則」や会 計 噴行 が必 ずし も公正 妥当性 があ る とは
限らない こ とか ら，一般 に税法上 の公正処理 基準 が 「企業 会計 原則」 を直接
意味す る もので はない とさ れる。問題 は，「公正」 とい う意味 が会 計上 使 われ
る場合 と税務上 使 われる場合 とで は意味が 異 な る とい うこ とで あ る。会 計上
使 われ る「公正 」 は，一般 に公正 妥当 と認 め られた会 計 原則又 は会 計基 準 に
従って，企業 自主経理 の原則 に より個別企業 の経営 成績 や財政状 態が適正 に
表 示されて い るこ とを意味 す るの に対 し， 税務上 使 われ る「公正」 ぱ， 租税
負担の公平 な配分 を理念 とす る課税所得の真 実 な把握 の意味で使 われる。
税務会計 は， 財務会計上 認識 ・測定さ れた会 計表現 を対 象 に， いかな る認
識基準が どの ように適用 されて処 理さ れた かを分析 し， その 結果， 税務会計
上 の認識 として その まま受容で きるか否か を識 別 しな け れば な らない。 この
こ とはレ 財務 会 計認識 を通 して認識 さ れた収 益 及 び費 用 ・損失 を益金及 び損
金 として認識 で きるか否 かを識別 す るこ とで あ り，金 額的 に限定 すべ き場合
には， 限定 すべ き測定方法及 び測定 のための適確 な処 理 を選択決定 す る必要
があ る。
第二 の点 の 「企業会 計原則」 や会計 肌行が網 羅的で な い こ とは，確 かであ
る。法 人税法 が対 象 とす る法人 は， 内国法 人 に限 らず 外国法 人 に もお よび，
株式会 社， 有 限会社， 合資会社，合名会社 及 び相互 会 社等 の普通法人 は もと
より，協 同組 合，公益法 人， 人格 のない社団 等 を含 み， こ れらの中小法人 か
ら大法 人 まで の 全ての法 人 を含 むか ら， 税法 の所 得計 算規定 はい きおい網羅
的であ るこ とを 必要 とす る。
課税所 得 の認識 にあ たっ て， 会計 原則又 は会 計 論理 によ る基本思考を基 に
して，会計 上一 般 に認め られてい る公正 妥当な処 理を その まま税務会計処理
として是 認す る場合 と，基 本的 には会 計上 の認識 を是 認 しなが ら， 所得測定
において一 定 の限度 を設け る場合 と， 担税力 及 び社会 的 公正 の観 点か ら， 独
自の税務会 計処 理を 必要 とす る場合があ る。網 羅的 に細部 にいた る税務上 の
解釈 と七て公表 さ れてい るのが「通達」で あ るが，「通 達」が 税務 運営上 効力
を有す るた めには少 な くて も税務会計上 の「公 正処 理基 準」であ るこ とを満
た す必要が あ る。 こ れ らを明確 に識別 するた め に， 税務会 計 認識 を必要 とす
る。
第三の公正 妥 当な処理 が，法的救 済を排除 す る場合 があ っ てはな らないこ
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とはいうまでもない。この例 として，土地の譲渡益を公正妥当な処理に基づ
き申告・納付したが，相手の代金未納に対して契約を解除した場合，後発的
理由による更生の請求を認めて救済を図るべきとするが6）,更生の請求は課税
所得の修正であるから，「公正処理基準」によって法的救済が排除される根拠
的理由とされてはならならない。
「別段の定め」は，租税法律主義の前提から，「公正処理基準」に優先する
ものであるが，この「別段の定め」には，「公正処理基準」の確認規定も含ま
れている。その意味で「別段の定め」は三つに分類されるという。「第一は，
一般に公正妥当と認められる会計処理の基準を確認する性質のものである。
たとえば資産の評価益の益金不算入の規定（25条）,資産の評価損の損金不算
入の規定（33条）,役員賞与の損金不算入の規定（35条1 項）,法人税の損金
不算入(38 条1 項）等は，この種の規定である。第二は，一般に公正妥当と
認められる会計処理の基準を前提 としつつも，画一的処理の必要から，統一
的な基準を設定し，または一定の限度を設け，あるいはそれを部分的に修正
することを内容 とする規定である。たな卸資産の評価に関する規定（29条）,
減価償却に関する規定（31条）,引当金に関する規定（52条以下）等がその例
である。第三は，租税政策上 または経済政策上の理由から，一般に公正妥当
と認められる会計処理の基準に対する例外を定める規定である。たとえば，
受取配当の益金不算入に関する規定（23条），特別減価償却や準備金に関する
規定（租特42条の5 以下・54条以下）,交際費の損金不算入に関する規定（同62
条）等がこれである。」（7）
このように，「別段の定め」においても，「公正妥当な会計処理の基準」を
確認するものとそれを前提 とするものが含まれている。従って，税務会計学
における「公正処理基準」の性格は，次のように特徴づけることがで きる。1
） 「企業会計原則」そのものを指すものではないが，「企業会計原則」を
含めた公正妥当な処理の基準が含まれる。2
） 公正妥当な会計処理であるか否かは，会計理論によって公正妥当性が
付与されたものでなければならない。3
） 真実公正な課税所得を認識するための基礎となる企業利益の算定基準
として「公正処理基準」が要求されていること。4
） 会計上の公正概念 と税務会計上の公正概念は類似概念ではあるが，異
なる概念であること。
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） 何 が公正 妥当な会計処 理で あ るかは， 個 々の取 引 にお ける税務 会計 認
識 を通 して具体的 に判断 され， その積 み重 ねによ り公正 妥当 な税務会計
処理基 準 が形 成さ れる。
(3) 課 税所得概念定立 のた めの税務会 計 認識
あ るべ き課税所得 は， 真実性 及 び公正性 を満 たす もので なけ ればな らない
が，問題 ぱ個 別企業 にお け る特 定 の経済取引 にお いて，何 を所 得 に取 込 み，
何 を所得 か ら除外 する と真実公正 性 が満 たさ れ るかで あ る。 これは， 税務 会
計認識 の問題 であ る。税務会 計認識 は，個 別事 象取 引を分析 す るこ とによ り，
課税所 得 の2 つの構 成因子 た る益 金及 び損金 を識別 し， 測定 のための税務会
計 処理 を選択 す るこ とで あ る。 ・ ・j ㎜
税務会 計 認識 は， 税務会 計公準 及 び税務 会計 原則 を具体 的内容 とす る税務
会 計原理 論体系 を その判断基 準 とす る。税務 会計 原則 は，課 税所 得を認識 し，
測 定す るた めの税務会計的 原理思考 の中心的役割 を担 うもので あ る。 税務会
計 的思考 とは,「企業 会計|青報 を基礎 的デ ータ とし て その うえに展開す る租 税
目的のための会 計 の分野 にお ける課 税的事 実 の認識 お よび測 定のプロセ ス に
み られ る税務会 計特有 の計算 思考で あ る。」(8)この税務会計 原則 は，実質課税
主義 の原則， 計算恣意排除 の原則，損 金控 除規制 の原則，負 担能力主義 の原
則，資本剰 余除外 の原則，計 算基準 明確性 の原則，計 算簡便性 の原則，企業
自主計算 の原則， 公共政策配慮 の原則 とい う九つの税務会 計 原則か らな る。
これらの税務会 計原則が， 税務会計 の計 算原理的思 考 として作 用す るこ と
により， 真実 公正 な課税所得概 念が形 成 さ れる と考 えられ る。 税務会計 認識
は， 課税所得 の原理的思考た る税務会 計原則 の理論的 体系 を判断 の根拠 とし
て，現 実の取引事 象 を税務会 計事 象 として表現 す るこ とで あ る。 税務会計 認
識 は，個 別経済取引 事象を対 象 として， 課税 的事実 があ るか否 かを識別 し，
課 税的事 実であ れば， それを益金 又 は損 金 として認識 すべ きか否 か，認識 す
るとすれば， 具体的 にいかな る科 目 を適 合 させ， 測定 のた めにいかな る処 理
基準 を選択 すべ きかを判断 す るものであ る。
課税所得 を認識 す るため には， 税務会計 認識 を必要 とし， 税務会計認識 は
税務会計独 自の認識要件 を必要 とす る。 この認 識要件 は，三 つの要件か ら成
り立つ。 第一 は不偏的 中立性， 第二 は経済 的 実質性， 第三 は担税能力性 であ
る。 不偏的 中立性 とは，認識 す るにあ だっ ての判断 主体者 の拘束的要件で あ
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り，経済的実質性とは,し認識するにあだっての判断主体者の実質的思考の必
要性を強調した主体的要件と，認識対象を法的形式ではなく経済的実質に基
づいて課税関係を認識しようとする客体的要件から成る。客体的要件として
の経済的実質性は，経済取引そのものの客観性，合理性，正常性をその判断
要素として，取引の実質に即して課税関係を認識することを意味する。担税
能力性とは，課税所得の認識にあたって，課税適状にある真の負担能力ある
所得であるか否かを判断する客体的要件であり，判断要素は課税適状性と益
金・損金対応性から成る。
課税所得は，納税者に帰属する真に担税力ある所得でなければならず， そ
れは，水平的公平（horizontalequity ）と垂直的公平（verticalequity ）を
共に満たした真実公正な所得でなければならない。税務会計認識は，正しい
益金認識と損金認識を通して，あるべき課税所得概念を明らかにし，これを
実在的税務会計において実現しようとする税務会計学的基礎思考をもたらす
ものである。 ト
(4） 課税所得侵食化現象の認識
税務会計学的視点からみると，現行法人所得税制における課税所得計算ぱ，
課税ベースが著しく侵食化されていると捉えることができる。課税所得変貌
現象論の先駆的研究者である富岡教授は，課税所得侵食化現象の発生形態な
いしは発生要因を次の六点に要約している（9)。1)
商法・企業の会計噴行との調整の名のもとになされた課税所得の侵食
化現象。2
） 税制簡素化の名のもとになされた課税所得の侵食化現象。3)
企業の自主的経理尊重の名のもとになされた課税所得の侵食化現象。4
） 一般に公正妥当と認められる会計処理の基準の尊重の名のもとになさ
れた課税所得の侵食化現象。5
） 租税の公共政策配慮の名のもとになされた課税所得の侵食化現象。6
） 租税制度上の仕組みを建前とする名のもとになされた課税所得の侵食
化現象。
これらの要因が複雑に絡み合って,課税所得の侵食化現象があらわれるが，
具体的には，商法上の繰延資産に対する税法上の早期償却の容認，営業権の
自由償却，資産計上すべき前払費用の現金基準による損金の許容，未収収益
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の現金基準 によ る益 金認識 の脱落， 減価 償却資産 とし て計上 すべ き重要資産
の少額を理 由 とす る損金算 入， 重 要性 の原則 適用 によ る資産非 計上， 資産評
価基準の恣 意的 な変更， 租税特 別措 置法 によ る税の軽 減又 は優遇 措 置な どを
あげるこ とがで きる。
2 。租税特別措置による課税所得の侵食化現象
巾 政策税制による特例措置
課税所得の侵蝕化現象（erosionoftaxableincome ）は，基本税制にも見
られるが，なによりも租税特別措置による税の軽減措置及び優遇措置として
表れている。租税特別措置法は，その第1 条で法の趣旨を次のように述べる。
「この法律は，当分の間，所得税，法人税，相続税，贈与税，登録免許税，
消費税……を軽減し，若しくは免除し，若しくは還付し，又はこれらの税に
係る納税義務，課税標準若しくは税額の計算，申告書の提出期限若しくは徴
収につき…・・特例を設けることについて規定するもの とする。」
ある特定の経済政策や産業政策は，税制上特例を設 けることにより， その
経済的効果を実現することができるが，真実公正な課税所得概念からみれば
課税ベースは包括的所得で例外のないものでなければならず，特定の政策税
制は課税の公平性及び公正性を犠牲にして初めて達成されることになる。こ
れらの政策税制は，補助金と異なり，法人にとっても制約がゆるいものにな
り，政府にとっても財政法あるいは国会での予算審議に制約されない隠れた
る補助金の性格を有する。
アメリカでは，この税の軽減及び優遇措置は，財政における租税支出（taxexpenditure)
として論じられており，効果のあるものもあ るが，「租税支出
（taxexpenditures ）は，租税節約（補助金）が特定の行動を誘引する価値
をはるかに超えるという理由から効果がない」(10)1批判されている。
租税特別措置による税の減免及び優遇措置は，負担の公平を犠牲にするだ
けでなく実は，「もっと本源的な租税目的である『収入調達』をも犠牲にして
いるのである。租税の減免ないし繰延べによって租税収入を犠牲にして，一
種の補助金ないし貸付金に類する財政行為を行っているわけである。財政の
『古典的』理論では，必要な収入は租税で調達することによって，財政支出
において政策目的のために補助金等の支出を行うことになろう。 ところが，
ここでは収入を減少させることで給付を行っているので ある。」(11〉
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租税特別措置による課税所得の侵食化現象は，第一に，本来損金として認
識できないものを特例により損金算入することによる課税所得の侵食化，第
二 に ， 本来減価償却でないものを減価償却の特例 として割増償却及び特別償
却を認めることにより，正規の償却費を超える損金を許容することによる課
税所得の侵食化がある。これらは，明らかに真実公正な課税所得概念からみ
れば所得として認識すべきものであり，損金性が認められないものである。
(2) 特例措置による免税所得
特例措置としての免税所得には，技術等海外取引に係る所得の特別控除，
新鉱床探鉱費又は海外新鉱床探鉱費の特別控除，収用換地等の所得の特別控
除，医療法人の所得の特別控除，農業生産法人の免税対象飼育牛の売却に係
る所得の特別控除などがある。これらは，特別控除として損金算入額を拡大
することにより所得の金額を減少させ，結果的にそれに見合う所得を免除し
ようとするものである。
技術等海外取引に係る所得の特別控除（措法58）は，自己の研究成果に基
づき取得した工業所有権又はノーハウ等の譲渡又は提供，技術指導に係る役
務の提供等の技術等海外取引から生じる収入金額の一定割合を損金として算
入するというものである。損金算入できる金額は，工業所有権等の技術等海
外取引による収入金額の8 ％と技術役務の海外取引による収入金額の16％と
の合計額か， その事業年度の所得金額の40％のいずれか低い金額である。こ
のことは，本来損金性のないものを技術等海外取引を理由に，所得の40％を
限度として，所得免除しようとするものてあり，公正な租税配分を阻害する
課税所得の侵食化といえる。
新鉱床探鉱費又は海外新鉱床探鉱費の特別控除（措法58の3 ）は，その前
提として探鉱準備金又は海外探鉱準備金を有する法人であることが必要であ
る。これらの準備金は，新しい埋蔵鉱物を採掘するための支出に備えるため，
収入金額の13％又は所得金額の50％を限度として積立てたもので，積立時に
損金として算入される。 十
これらの探鉱準備金を有する法人が，新鉱床探鉱費の支出又は探鉱用機械
設備の償却をした場合には，これらの支出又は償却の損金額の他に損金算入
額を特別控除として認めようとするものである。損金に算入できる金額は，
当該新鉱床探鉱費の支出額と当該探鉱用機械設備の償却額との合計額，探鉱
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準備金の取 崩 額，当該事業 年度 の所得 の金 額の うち，最 も少 ない金額 によ る。
新鉱床探鉱 費 それ自体 は，損金 匪が認め られる もので あ るが，準備金 と連動
し てお り， その取 崩 しによる益金 を損金 と相 殺 す るこ とに より， 益金算 入 と
な る取崩益 を所得 か ら免除 しよう とす るもので あ る。
収用換地等 の場合 の所 得の特 別控 除( 措法65 の2), 特 定土 地区画整理事業
等 のため に土地 等 を譲渡 した場合 の所 得の特別控 除( 措法65 の3) ，特 定住宅
地造成事業 等 のた めに土地等 を譲渡 した場合 の所得の特 別控除(措法65 の4) ，
農地保有 の合理化 のた めに農地等 を譲渡 した場合 の所 得 の特 別控 除( 措法65
の5) 等 も，本来 所得 として認識 すべ き もの を最 高5,000 万円 を限度 として損
金 に算入 す るこ とに より所 得 を免除 しよう とす る もので あ る。
医療法 人で, 社会 保険診療 につ き支払 いを受 け る金額 が5,000 万円以下 の場
合 には， 特定 の経 費率 に基づ き損 金算入す るこ とがで き る( 措 法67) 。2,500
万円以下 の報酬 金額 につ いては経費率が72 ％,2,500 万 円 を超 え3,000 万円以
下 の金額 につ いて は70％,3,000 万円 を超 え4,000 万円 以下 の金額 につ いては62
％,4,000 万 円 を超 え5,000 万円以下 の金 額 につ い て は57 ％ となっ てい る。
こ れらの保険 診療報 酬 による所得 は， 実際 の損金額 を超 え る所 得部分 につ い
て も経費率適 用 によ る損金額 が認 められ所得 が免除 さ れてい る。
農業生 産法人 の肉用 牛 の売 却 に係 る所得 の課税 の特 例( 措 法67 の3) は，
肉用牛 の売 却 の うちに，免税対象 飼育牛( 家 畜改良 増 殖法 によ り登録 さ れて
い る肉用牛又 は売 却価格が100 万 円未満) があ る ときは，当 該免 税対象飼育牛
の売却 によ る利 益 に相 当す る金額 を当該事業 年度 の所 得の計 算上損金の額 に
算 入す る とい う もので あ る。 これは， 本来損 金 どし て認識 さ れ えない売却利
益 を損金 として算 入す るこ とにより， 当該利益 に相 当 す る所得 を免除 しよう
とす る ものであ り，課 税所得 の侵 食化現象 は もとよ り， そればか りか，益 金
及び損金概 念 その ものを混乱 させ るこ とに もな る。
（3）特例措置による償却費の増大
特別償却及び割増償却ぱ，損金性のある普通減価償却とは異なり，取得資
産の一定率又は普通減価償却費の限度額に一定串を掛けたものを特別減価償
却費又は割増減価償却費として損金算入ができるとするもので，課税の延期
による利用資金の増大と合理化機械への投資刺激，投下資本の早期回収によ
る投資リスクの減少などいくつかの利点がある。しかし，「特別償却は，づ
26
的に償却を早 めるという目的ではなく，特定の産業に対する特定の目的をも
った差別的な償却制度であ」(12)り，減価償却 というよりもむしろ無利息貸付と
同様な効果がある。
特別償却の主なものとしては，エネルギー需給構造改革推進設備等の取得
価額の30％相当額を特別償却できるエネルギー需給構造改革推進設備等の特
別償却( 措法42の5) √取得価額の30％相当額を特別償却で きる電子機器利用
設備の特別償却( 措法42の6), 同じく30％相当額を特別償却できる事業基盤
強化設備の特別償却( 措法42の7), 一定の青色申告法人が特定の設備等を取
得した場合の特定設備等の特別償却( 措法43), 特定施設の取得価額の13％相
当額を特別償却できる民間事業者の能力の活用により整備される特定の施設
の特別償却( 措法43の2), その他地震防災対策用資産の特別償却( 措法44),
高度技術工業集積地域における高度技術工業用設備の特別償却(措法44 の2),
産業構造転換用設備等の特別償却( 措法44の4), 特定余暇利用施設の特別償
却( 措法44の5), 特定電気通信設備の特別償却( 措法44の6), 商業施設等
の特別償却( 措法44の8), 中小企業者の機械等の特別償却( 措法45の2) 等
がある。
割増償却の主なものは，普通償却限度額の20％相当額を5 年間割増償却が
できる中小企業構造改善計画を実施する商工組合等の構成員の機械等の割増
償却( 措法46), 障害者雇用割合が100分の50である場合その事業年度末に有
する一定の機械装置の普通償却限度額の24％相当額の割増償却ができる障害
者を雇用する場合の機械等の割増償却( 措法46の2), 普通償却限度額の20％
相当額を5 年間割増償却ができる特定対内投資事業用資産の割増償却( 措法46
の3) 及び農業経営改善計画等を実施する法人の機械等の割増償却( 措法46
の4), その他新築貸家住宅等の割増償却( 措法47) 等がある。
これらのうち，エネルギー需給構造改革推進設備等の特別償却，電子機器
利用設備の特別償却，事業基盤強化設備の特別償却，高度省力化投資促進税
制，製品輸入額が増加した場合の製造用機械の割増償却は，税額控除 との選
択が認められる。損金算入は，課税所得の減少をもたらすが税額控除は税そ
のものの減少をもたらすものである。
特別償却及び割増償却を損金経理によって計上すると，資産の帳簿価額は
その分減少することになるが，かかる償却が商法の相当の償却( 商34) に低
触する虞がある。そこで，税法は，準備金方式による特別償却の計上 も認め
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てい る（措法52 の3 ）。特別 償却準 備金 を積 立 てた場合 には，翌事業年 度 か ら7
年 間に わたっ て均 等額を取 崩 して益 金 に算入 す るこ とにな る。
真実公正 な課 税所得概 念 を理念 とす る税務会 計学 か らみ れば， こ れらは明
らかに返 還 を条件 とす る貸付金で あ り， それ と同 じ効果 を減 価償却 の特例 と
いう特別償却又 は割増 償却 によっ て税収 を犠牲 にして実現 しよう とす る もの
で あ る。 その 結果， 設定時 の課 税所得 は極端 に侵食 され るこ とにな る。 それ
は また， 普通減価償却制度 に も影 響 を与 え，耐 用年 数 の短縮 承認及 び増 加償
却 の承認 にお ける基準 の緩和 化 に結 びつ き，基 本税制 にお け る課税所得 の変
貌現 象 として現 れるこ とに もな る。
3 。税務会計処理に埋没する課税所得の侵食化現象
田 当為としての税務会計認識
租税特別措置による課税所得の変貌現象は，是正しなければならず，例外
又は特例によらない，同一所得に対して同一課税を実現する真の公平且つ公
正な課税制度を実現しなければならない。ただ，租税の公共政策配慮の原則
から，特に特例を必要とする経済的事情及び経済政策のもとに特定の刺激的
誘因効果を期待して成立した特別措置であるから， それなりに一定の意義 も
認められる。
しかしながら，課税の公平性からみれば明らかに特定の企業又は業種に租
税特恵をあたえるものであるから， その経済的効果を実証的に検討し，一定
期間において経済効果が認め。られないもの又は一定の効果を達成したものに
ついては積極的に廃止し，現在の特別措置を大幅に減少する方向性で整理統
合し，基本税制のもとで真実公正な課税所得計算制度が形成される必要があ
る。十
税制調査会の答申書においても，租税特別措置は，「税負担の公平等の税制
の基本理念の例外措置として講じられているものであること，また，長期化，
肥大化しがちなものであることを忘れてはならない。したがって，このよう
な租税特別措置については，今後 とも，政策目的・効果について絶えず吟味
し，一層の整理合理化を推し進めて いく必要がある。」（13)1述べている。
租税特別措置による準備金，特別償却，割増償却など，一連の特例措置は，
不公平・不公正な課税所得の侵食をもたらすものであるが，課税所得変貌現
象におけるより重要な問題は，税務会計処理のメカニズムに埋没された変貌
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現象を摘出しそれを是正することがより重要であるとする次の提言は傾聴に
値する。「これら租税特別措置のように極めて多くの問題を含みながらも正面
から堂々と登場し，多くの国民的検討の対象とされて， その批判的洗礼の過
程にさらされているものではなく，それぱ，企業の公表財務諸表のうえに顕
現化することもなく，単に，税務会計処理のメカニズムを通じて問題点が埋
没化されてしまい，一般には√統計的にも容易には把えられ難い側面を有す
る点に最大の特徴がある事柄についてである。
これらぱ，例えば，試験研究費，開発費等の繰延資産や無形固定資産たる
営業権の自由償却制度の導入にみられるように，課税所得の事実上の縮小化
を現象せしめ，しかも√これらは，企業経理のうちに，潜在化せしめられ，
一般にぱ表現せしめられずに，租税負担の実質上の較差を形成せしめ，この
ことが租税における公平原理の著しい『衰退現象』をもたらしているのであ
る。」㈲
■
■
課税所得の変貌現象を是正するためには，真実公正な課税所得概念を定立
し，この当為的課税所得概念から現象として現れている課税ベースの侵食化
を抑制し，是正することが必要である。真実公正な課税所得概念を定立する
ためには，課税所得の二つの認識要素たる益金及び損金の正しい認識を出発
点としなければならない。税務会計認識は，課税所得の積極的因子たる益金
と消極的因子たる損金を正しく認識することにより，租税実務上真実公正な
課税所得概念を定着させ， もって課税所得の変貌現象を是正しようとするも
のである。
益金及び損金 という概念は，税務会計固有の概念であるが，会計上の収益
及び費用・損失という概念と密接な関連性を有する。 そこで，収益概念と益
金概念及び費用・損失概念と損金概念の共通性 と異質性を明確にしなければ
ならない。税務会計認識は，この両者の共通性 と異質性を識別しながら，税
務会計固有の益金及び損金概念の特質を明らかにするものである。この共通
性と異質性の識別は，税務会計認識の三重構造を解明することであり，それ
は，財務会計認識 と商法会計認識と税務会計認識の重複部分 と非重複部分を
識別することである。 ：
ただし，税務会計認識は，現実の実務認識を解明しながら√あるべき認識
すなわち真実な認識を実現するための高度な判断プロセスを提供するもので
ある。従って，あるべき税務会計認識は，あるべき財務会計認識とあるべき
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商法会計 認識 を前提 に成立 す るこ とにな る。 この当為 概念 は， 通 常， 実在的
行為に対 して それを当為理論 によって修正 す るこ とを意味 す る。 その場合，
税務会計 認識 の三重構 造 において， 明確 にさ れたあ るべ き財務 会計認識 及び
商法会 計認 識 は税務会計 の認識論 レベノVで の当為概 念で あっ て，財務会計 及
び商法会 計 にお け る当為概念 その ものを意味 す る もので は ない。
(2） 税務会 計学 にお ける真実性FASB
によ れば， 会計I青報 は，利害 関係者 の意思決 定 （dicisionmaking)
のために有用 な情報 （usefulinformation) で なけ ればな らず， それは信頼
性(reliability)と目的適合性(relevance ）に依存する。七かし,「信頼ド4（reliability）
は，必ず し も確実性 （certainty ）や正確性（precision ）を意味 す るもので は
ない。」叩なぜ な ら， 信頼性 は意思決定 目的 に依 存 す るか らで あ る とい う。
わが国 「企業 会 計 原則」 の一般 原則 にお ける真 実性 の原則 も絶対的真実性
を意味す る もので は な く，相対的 真実性 を表 す もの とさ れ る。 こ れは，現在
の会計が換価 価格 を評価基礎 とせず，取得 原価 を評 価基 礎 とす るところ から
期間配分 計算 とな り， この配分計算 には経営 者 の将来 に対 す る予測 が混入 す
る ところか ら 「今 日の財務諸表 は主観的 な真 実 をあ ら わしてい る ものであ る
こ とを意味 す る。」06)
税務会計 学上 の真 実性 は， かか る主観的真実 を前提 としなが ら も，取引事
実の客観的 真 実性 を重 要視 し， 課税関係 を認識 す るにあ たっ てはさ らに取引
の実質性 を も加味 しなけ ればな らない。 財務会計 は，個 別企業 の経営者が作
成 した財務 諸表 を利 害関係者 の意思決 定 に資 す るた めの情報 として提供 す る
こ とを目的 とす る ものであ るのに対 し， 税務会 計 は， 租 税負 担 の公正 な配分
としての課税所 得 を計 算 する ものであ る。 した がっ て， 税務会 計学上の認識
は，取引 事実 の真実性， 実質性 を基礎 として， 租 税の公正 な配分 た る課税所
得 を正確 に把握 す るこ とを先ず基本 としなけ れば な らない。
「企業 会計 原則」 は，重要性 （materiality ）の原則 が適 用 さ れた場合 には
簡便 な処理 が可 能で あ り，その簡便 な処理（convenientmethods ）もまた正
規 の簿記 の原則 に従 っ た もの と認 められる とす る。 こ こで 財務会計 の目的 が
「企業 の財務 内容 を明 らかに し，企業 の状況 に関す る利 害 関係者 の判断 を誤
らせない よ うにす るこ とにあ る」（会 原注解 ［注1 ］） とす れば，重 要性 の乏
しいもの につ い て， 厳密 な会計処 理 によらな くて も明瞭 性 を損 な うもので は
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ないことになる。
しかし，税務会計学的視点に立てば，重要性の原則が適用された簡便な処
理によることが直ちに正規の簿記の原則に従ったものとして認められること
にはならない。ここで，正しい処理とは，正規の簿記の原則に従った処理で
あるから，簡便な処理と正規の簿記による処理とは，自ずから異なる処理を
もたらすことになる。税務会計上の計算簡便性の原則は，単なる重要性に乏
しいという主観的判断によるものではなく，「租税負担の公平性および負担能
力性を著しく阻害しない限りにおいて，‥・・‥計算の経済性を配慮し，または
計算の弾力化を配慮し，可及的に簡便化を期することを要請する原則であ
る。」（17)
「企業会計原則」は，重要性の原則の適用例として，消耗品，消耗工具器
具備品その他の貯蔵品のうち，重要性の乏しいものについて，買入時又は払
出時の費用処理，重要性の乏しい経過勘定項目について支出時処理，重要性
の乏しい引当金の非計上，重要性の乏しい棚卸資産の付随費用についての費
用処理，分割返済の定めがあ る長期の債権又は債務で1 年以内に到来するも
ので重要性の乏しいものは固定資産又は固定負債として表示で きることをあ
げる。
この重要性の原則が適用された財務諸表を前提として，課税所得の調整計
算がおこなわれると，本来課税所得として認識しなければならないものが企
業経理の処理の中に埋没してしまい， それが税務会計認識の認識対象にすら
ならなくなってしまう。税務会計学的には，これらは企業経理の中に潜在化
せしめられた課税所得の侵食化現象として捉えられる。 ところが，税務上か
かる処理が「一般に公正妥当と認められる会計処理」を理由として容認され
ている。これは，真実公正な課税所得概念からみて，明らかに問題であり，
税務会計処理に埋没された課税所得の侵食化現象といえる。
減価償却資産で，使用可能期間が1 年未満又は取得価額が20万円未満であ
る資産については，その事業の用に供した日の属する事業年度において損金
経理を条件に損金に算入することがで きる（法令133）。これは，使用可能期
間と耐用年数を混同しており，使用可能期間と金額基準を同格に扱っている
が，減価償却の損金認識からみれば明らかに両者は異なる。税務上の減価償
却は，取得価額を耐用年数によって期間配分した当該事業年度分を損金とし
て認識するものであり，金額で配分の適正額を認識するものではない。確か
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に，少額 な資産 の非 計上 も計算 簡便性 の原則 か ら必要 な場合 もあ りうるが，
少額多量資産又 は少額重要資産 にまで拡 大適 用さ れ る もので はない。
同様の処 理が繰延 資産 に もみ られ る。 繰延 資産で， その支出額 が20万 円未
満であ る ものにつ いては， その支 出 す る日の属す る事業年 度の損金 に算 入で
き る（法令134 ） とさ れる。 しかし，本来 税務上 の期 間 配分 の基 準は，益 金 と
の対応関係 の中で，損 金 として認識 さ れる もので あっ て， 金額 によっ て損 金
認識がお きるもので はない。 この よ うな損 金経理が是 認さ れ るこ とによ り，
課税所 得 の侵食化現 象が助長 さ れる。 ／
さらに，繰延資産 につい ては， 商法 との調 整 か ら， 創業 費，建 設利 息， 開
業 費， 試験研究 費， 開発費， 新 株発行 費， 社 債発行費， 社債発行差金 の一 部
について 自由償却 が認 められてい る（法令64 ）。こ れらは，営業権 の自由 償却
とともに， 課税所得 が極 端 に侵 食さ れ る要 因を もた らしてい る といえる。 税
務 会計学上 の認識論 か らい えば， 損金 は単 な る金額 に よって認識 され るべ き
もので は なく，損金 認識 にあたっ てよ り重要 なの は質 的認識 なのであ る。
事務用消耗品，作業 用消耗 品， 包装 材料， 広告 宣伝 用印刷物，見 本品 その
他 これらに準 ずる棚 卸資産 の取 得 に要 した費 用の額 は， 継続 して その取得 を
した日の属 する事業年 度の損 金の額 に算入 して い る場合 にはこれ を認め る（法
基 通2 －2-15 ） とす るが， これ らは棚 卸資産 の取得 に関連 しで生 じた支 出額
に限定さ れてい るもので あ るか ら， 基 本的 に棚卸資産で あ り， 販売時 に売上
原価 に含 められて損 金認識さ れ る もので あ る。 継続適 用 して い る場合 には，
結局期 間を超 えて平準化 さ れるが， 単年 度で の真実公 正な課税所得 を認識 す
るにあたっ ては損金 算入額 を増 加 させ るこ とにな り課税所得が侵食 され るこ
とにな る。 これ も損金 認識 の問題 とな る。
未収収益 とな る貸付 金，預 金， 貯金 等の利 子 は， 発生基準 によ り益金 認識
が起 きる ものであ るが，継 続処理 を条件 しして受 取期 日に益 金算 入するこ と
も認め られる（法基通2 －1-24 ）。こ れは，益 金 として既 に発生 してい る価値
増 加分 を当該事業 年度 の益 金で はな く， 次期以 降 の事業年 度の益金 として認
識 す るこ とにな る。 こ れ も真実公 正 な課税所 得概念 か らみ れば課 税所得 の侵
食化現象 として捉 えら れる。 同 じ ような例 は，受 取配 当 （法 基通2 －1-28 ）,
受取地代，家 賃等（法基 通2 －1-29 ）,工業 所有権 又 は ノーハ ウの使用料（法
基通2 －1-30) に も見 られ る。
逆 に， 前払費用 は，支 出が生 じた事業 年度 の損金 として認識 す るこ とはで
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きず，次期の事業年度における損金として認識すべきものであるが，「一年以
内に提供を受ける役務に係るものを支払った場合において√ その支払った額
に相当する金額を継続してその支払った日の属する事業年度の損金の額に算
入しているときは，これを認める。」（法基通2 －2-14 ） と，一年以内の全て
の支出金額を当該事業年度の損金として計上できる。これは，本来当該事業
年度の損金でないものを当該事業年度の損金に算入するものである。
なお，これらの処理が会計上の重要性の原則の課税所得計算への適用であ
るとするならば，前受収益及び未払費用の簡便処理の規定がないのは，真実
公正な課税所得概念からみれば，首尾一貫性に欠ける認識である。重要性に
乏しいという論理を前提に，資産のみの非計上により未収収益は益金に算入
せず，前払費用は損金に算入するという処理は，一貫性に欠けると同時に課
税所得の不当な侵食化をもたらすものと言えよう。
棚卸資産の付随費用（引取運賃，荷役費，運送保険料，購入手数料，関税
その他当該資産の購入のために要した費用）は，原則 として資産を構成する
要素となるものであるが，間接付随費用（買入事務，検収，整理，選別，手
入れ，移管費，保管費）が購入代価の3 ％以内である場合には損金算入とし
て認められる（法基通5 －1－1, 法基通5 －1－3）。取得原価 とは，通常，購
入代価にその棚卸資産を消費し又は販売の用に供するために直接要したすべ
ての費用が含まれるものであるから，これを3 ％以内であれば重要性に乏し
いという理由で，一般管理費又は販売費として損金算入を認めることは課税
所得算定において必ずしも合理性があるとはいえない。
会計及び監査上においても，何が重要であり何が重要でないかの重要性
（materiality）の判断基準については,未だ明確なものはない。すなわち,「重
要性の決定に際して，質的要因と量的要因が二重に影響を及ぼすために，そ
の概念を画一的に定めるのは難しく， また，単一の一般的に認められた量的
基準を確立しようとする試みは無益である。」(.8随 さえいわれる。このように
画一的に判断するのが難しい財務会計上の重要性の原則を税務上安易に適用
することにより，本来あるべき課税所得が不当に侵食されていることを指摘
しなければならない。問題は，会計上の重要性の原則 と融合することにより，
企業経理上潜在化され，課税所得が変貌する現象こそ，税務会計上課税所得
の侵食化現象として捉えなければならない。重要なことぱ，課税所得の認識
にあたって，量的測定（quantitymeasurement ）の前にそれが益金又は損金
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として認識 で き るか 否 か の 質 的 認 識(qualityrecognition ） を 問 題 に し な け
れば な らな い こ とで あ る。
4. 真実公正な課税所得概念の形成要因たる税務会計認識
（1ト 税務会計認識の独自性
課税所得（taxableincome ）の変貌化現象を鮮明にし，これを是正するこ
とによりあるべき課税所得概念を定立し，これをもって 存在的税務会計を理
念的税務会計に近づける努力をしなければならない。税務会計認識は，正し
い益金認識及び損金認識を通してあるべき課税所得概念を定立するための適
正・妥当な高度な価値判断プロセスを提供するものである。
課税所得は，真に担税力ある所得でなければならず， それは真実公正な所
得でなければならない。真実公正な課税所得概念を定立することは，税務会
計の理念である国家と企業 との租税利害の真の調和的解決を実現し,「租税を
めぐる動的社会秩序の形成要因」（19)をもたらすことにつながる。
真に担税力ある真実公正な課税所得を測定するためには，課税所得を認識
するための税務会計認識を必要とする。 そのための認識要件 として，ここで
は不偏的中立性，経済的実質性，担税能力性をあげる。これらの税務会計独
自の認識要件を適用することにより,所得そのものを正しく捉えようとする。
税務会計ぱ，財務会計及び商法会計という制度会計と密接な関係を有するか
ら，税務会計認識もまた，財務会計認識及び商法会計認識 と密接な関連を有
する。適正な財務会計認識及び商法会計認識が行われたことを前提として，
適正な企業利益をもとに，真実公正な課税所得を導出するために税務会計上
の独自の認識が適用される。
（2) 税務会計認識 と税務会計原則
課税所得の計算体系は，財務会計に依存して初めて可能となる計算体系で
あり，これを税務会計上明らかにしたものと七て企業自主計算の原則がある。
企業自主計算の原則は，基本的に，課税所得の計算が企業経理を拘束しては
ならないことを前提とし，課税所得の計算にあたって企業の自主経理を尊重
する税務会計原則である。重要性の原則は，財務会計上の原則であるから，
それが会計上適正妥当である限り税務会計においても許容されるべきである
が，真実公正な課税所得概念からみれば， そこに質的重要性の認識が必要と
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なる。
従って，真実公正な課税所得を把握するためには，企業経理における恣意
性を排除しなければならず，そのための税務会計原則として計算恣意排除の
原則がある。これは，「納税者間における課税所得の計算の公平性を維持する
ため，財務会計において認められている会計方法の採用，適用，変更等に特
定の制約を加えることによって，課税所得の概念構成および計測において企
業の恣意的な会計方法の介入を排除すべきであるとする原則である。」“従っ
て，この計算恣意排除の原則は，会計方法選択適用による継続性，首尾一貫
性，重要性判断抑制がその構成要素となる個別原則を導くことになる。
税務会計原則における計算簡便性の原則は，課税所得の計算経済性及び計
算弾力性の見地から，税務運営配慮及び納税者の計算複雑性からの解放とい
う税制の簡素化から必要な原則であるが,「租税負担の公平性および租税負担
能力性の見地からする計算の適正性が確保される限りにおいて，特定の範囲
と条件のもとに，本来の厳密な計算方法に例外を設け，経済性を配慮した簡
便な計算方式を選択的に適用することを許容するもの」（21）であって，租税負担
の公平性が損なわれる税制の簡素化による課税所得の侵食化現象までも許容
するものではない。
租税の特殊な機能と七で経済政策的役割と社会政策的役割 とが期待されて
いる。かかる公共政策が，課税所得に少なからず影響するところから税務会
計上公共政策配慮の原則がある。租税特別措置による政策税制は，税務会計
上はこの公共政策配慮の原則によるものであるが，これは，「政策目的の合理
性，政策手段の有効性，附随して生ずる弊害を超越する政策効果が期待され
る合理的な論拠のもとに介入するもの」(22)であるから，常に弊害と効果を分析
しながら，是正していかなければならない。
おわりに
現実に計算される課税所得は，税法，会計|貫行及び租税政策により形成さ
れ， その時々の経済状況を反映した複雑なものであり，一義的に定義するこ
とは困難な概念である。しかしながら，税務会計学的にぱ，あるべき課税所
得とはいかなるものであるかを明確にし， もって真実公正な課税所得概念と
は何かを明らかにする必要がある。 その意味で，税務会計公準を前提として
展開される税務会計原則は，あるべき課税所得概念を解明する重要な判断基
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準 とな る。
税務会計 認識 は， か かる税務会計 原則 に基づ いて形 成 さ れるあ るべ き課税
所 得概念 を もとに， 具体的 に課税所 得 の構 成 因子た る各事業年 度 にお け る益
金及び損金 を正 しく確定 す るこ とにあ る。 かか る理念 的税務会計 にお け る税
務会計認識 は， 現行税制 におけ る課税所得 侵食化現象 の形成 要因を鮮明 にす
ることによ り， あ るべ き税務 会計 思考 を実在的 税務会 計 において実現す るた
めに必要 とな る。 理念的税務 会計 が， 実在 的税務会計 にインパクトを与 える
こ とによ り， 税務会 計上 の 「公正処 理基準 」 の具体的 内容 が明 らか にさ れ，
税 制上あ るべ き課税所得概 念 に基づ く計算 原理思 考が定着 す るこ とにな る。
かかる税務会 計学の分析視 点 にたっ た課税所得 認識 の積 み重 ねは， 課税所
得 の真実 な把握 とい う税制上 の意義 は もちろ んで あ るが， それに加 えて広義
の法制度会計 に対 して も重 要な意義 を有 す る もの とな る。 （1994 よ20 ）
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